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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　タイ王国では、無秩序な都市開発が様々な都市問題を招いており、中央政府・地方政府は、都

市計画技術者を育成して、適切な計画・立案・手法に沿った都市開発を行うことを急務としてい

る。このためタイ王国政府は、主に区画整理を中心とした都市開発手法を開発するとともに、都

市開発に係る体系的な研修コースを設け、タイ王国の国情に即した都市開発を普及したいとして、

我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、各種調査を重ねたうえで1999年２月、実施協議調査団が討議

議事録（R／D）の署名を取り交わし、同年６月から４年間にわたって「タイ王国都市開発技術向上

計画プロジェクト」を実施してきた。

　今般はプロジェクトの終了を約４か月後に控え、これまでの実績を評価するため、終了時評価

調査団を現地に派遣した。本件調査団はタイ王国側と合同評価を行った結果、プロジェクトは都

市計画・都市開発の教材やカリキュラム作成をほぼ終了し、基本的な研修システムも整備して、

当初の目的をおむね達成したほか、区画整理に対する行政的感心を高めるなど、成果をあげたこ

とが明らかになった。しかしタイ王国側は、実務研修の支援などを目的に、プロジェクトの２年

間延長を要請し、本調査団はこの要請を日本関係省庁と検討することとした。

　本報告書は、本件調査団の調査・評価結果を取りまとめたものであり、今後、援助関係者に共

有されて、類似プロジェクトの参考に広く活用されることを願うものである。

　ここに、調査にご協力頂いた外務省、国土交通省、都市基盤整備公団、在タイ王国日本大使館

など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする

次第である。
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BMA Bangkok Metropolitan Administration バンコク首都圏庁

C／P Counterpart カウンターパート

DPT
Department of Public Works and Town &

Country Planning, Ministry of Interior
内務省公共事業・都市地方計画局

DTCP
Department of Town and Country Planning,

Ministry of Interior
内務省都市地方計画局

GIS Geographical Information System 地理情報システム

NHA National Housing Authority 国家住宅公社

PCM Project Cycle Management
プロジェクト・サイクル・マネー

ジメント

PDM Project Design Matrix
プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス

PO Plan of Operation 活動計画

PWD Public Works Department, Ministry of Interior 内務省公共事業局

R／D Record of Discussions 討議議事録
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Ⅰ．案件の概要
国名：タイ王国 案件名：

（和）タイ王国都市開発技術向上計画プロジェクト
（英）The Project on the Development of the Method of Urban Development in
　　 Thailand

分野：都市計画 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：社会開発協力部社会開発協力第一課 協力金額（無償のみ）：なし

先方関係機関：内務省公共事業・都市地方計画
局
（Department of Public Works and Town &
Country Planning, Ministry of Interior：DPT）

協力期間 （R／D）：
1999年６月１日～
2003年５月31日

日本側協力機関：国土交通省
その他関連協力：
個別専門家派遣：都市開発及び土地区画整理（DPT）
個別専門家派遣：都市開発（バンコク首都圏庁：BMA）
１．協力の背景と概要
　タイ王国（以下、「タイ」と記す）では無秩序な都市開発が様々な都市問題を招いており、中央
政府・地方政府において都市計画の観点から適切に計画・立案し、適切な手法に沿って都市開発を
行える技術者を育成する必要性が高まっていた。このためタイ政府は、同国の国情に即した都市開
発（主に区画整理）の手法を開発するとともに、都市開発に係る体系的な研修コースを設け、都市
開発手法を普及することを目的として、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。
　これに対して我が国は、1996年３月以降、各種調査を重ねたうえで1999年２月、実施協議調査団
が討議議事録（R／D）の署名を取り交わし、同年６月１日から４年間にわたる「タイ王国都市開
発技術向上計画プロジェクト」を開始した。

２．要請目的
　タイの社会経済条件に適合する都市開発手法が開発され、その技術の活用に携わる人材の育成シ
ステムが整備されること。

３．要請内容
（１）都市開発の適合技術の開発
（２）都市開発技術マニュアルの作成
（３）インストラクターの養成
（４）研修コースの確立

４．協力内容
（１）上位目標
　DPT、国家住宅公社（NHA）を含む中央政府、BMA等の都市開発（特に都市における土地
区画整理）にかかわる公務員が訓練される。

（２）プロジェクト目標
　タイの社会経済条件に適合する都市開発手法が開発され、その技術の活用に携わる人材の育
成システムが整備される。



（３）成　果
１） タイにおける都市開発にかかわる現状及び課題が調査・分析され、都市開発を推進するた
めの手法が開発される。

２） 都市開発にかかわる人材を育成するための研修教材（「都市計画」及び「都市開発」コー
ス）が作成される。

３） 都市開発にかかわる人材を育成するための研修コース（「都市計画」及び「都市開発」コ
ース）が開発される。

４） 「都市計画」及び「都市開発」の基礎コースの一般研修（レギュラートレーニング）が開
始される。

（４）投入（評価時点）
１） 日本側：

長期専門家派遣 　　７名
短期専門家派遣 延べ44名
研修員受入れ 　　21名
機材供与 　　8,134万2,000円
ローカルコスト負担 　　3,908万9,000円
投入総額（2003年１月現在） ４億6,063万6,000円

２） タイ側：
カウンターパート（C／P）配置 31名（フルタイム５名、パートタイム26名）
施設提供 DPT施設内での専門家執務スペース
運営コスト 917万7,000バーツ

Ⅱ．評価調査団の概要
調査者 （担当分野　　氏　名　　　　所　属）

団長・総括　小泉　純作　　国際協力事業団 専門技術嘱託
都市計画　　松田　秀夫　　国土交通省 都市・地域整備局 まちづくり推進課
　　　　　　　　　　　　　都市総合事業推進室長
都市開発　　横田　貢　　　都市基盤整備公団 技術監理部 技術監理課長
評価企画　　山内　美樹　　国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課 職員
評価分析　　高嶋　繁生　　コンサルタント（フリーランス）

調査期間 2003年１月19日～2003年２月１日 評価種類：終了時評価
Ⅲ．評価結果の概要
１．評価の目的 　2003年５月のプロジェクト協力期間の終了を控え、以下の目的を評価する。

・本プロジェクト所期の計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理運営状
況、C／Pへの技術移転状況について評価を行う。
・目標の達成度を評価５項目の観点から評価する。
・評価結果から教訓、提言等を導き出し、今後のあり方や実施方法の改善に資
する。



２．評価結果の要約
（１）妥当性 　上位目標及びプロジェクト目標は、タイの開発計画及び我が国の援助重点分

野と合致しており、本プロジェクトには十分な妥当性が認められる。また、下
記の点から、妥当性は協力期間内に、より一層高まったといえる。
１） 地方分権化の進展、とりわけ1999年の地方分権推進法の制定により、都市
計画・都市開発の実行には地方機関が主体となるとの方向性が示されたため、
これらの分野における地方での人材育成の重要性が増した。

２） 第９次国家経済社会開発計画（2002～2006年）において、「住み良い都市
とコミュニティーの開発（Development of Livable City and Communities）」
が開発戦略の１つの柱として掲げられた。内務省はこの計画を具体化するた
めに、全国の自治体を対象とした都市計画策定の全国展開、及びすべての県
に最低１か所の都市開発モデル地区を選定するとの戦略を打ち出しており、
本分野での人材育成のニーズは更なる高まりをみせている。

（２）有効性 　都市計画・都市開発の手法及び研修システムの開発とインストラクター研修
という当初の目標はおおむね達成されたが、レギュラートレーニングがまだ実
施されていないため、実際の事業実施に必要な知識・技術の普及には至ってい
ない。
　成果１）については、数多くの調査研究が行われ、その結果としてタイの実
情に即した都市計画・都市開発手法が開発された。成果２）については、教材
はおおむね完成しており、未完成のものについてもプロジェクト終了までに完
成される見込みである。成果３）については、「都市計画基礎・中級」及び「都
市開発基礎」コースのインストラクター研修が行われた。「都市開発中級」コ
ースのインストラクター研修はまだ実施されていないが、プロジェクト終了ま
でに実施される見込みである。成果４）については、2002年10月の省庁再編の
影響により、研修場所である訓練施設（リージョナルセンター）の運営体制が
揺らいでいることから、レギュラートレーニング（一般研修）はまだ行われて
いない。ただし、リージョナルセンターのなかには、プロジェクト終了までに
レギュラートレーニングを開始するための準備を進めているところもある。

（３）効率性 　日本・タイ側双方の投入は、以下に示すとおり効率的に活用された。
１） 日本側投入
　専門家派遣については、その能力、派遣期間・時期ともに適切であった。
供与機材は、質・量、供与の時期ともに適切であった。研修員受入れも効果
的に実施され、研修に参加したC／Pはプロジェクトにおいて活躍している。
２） タイ側投入
　提供された施設・設備は適切であり、プロジェクト実施に対する支障は認
められない。C／Pについては、当初の計画の10名を大きく上回る31名が手当
てされた。とりわけ、フルタイムのC／P５名は、プロジェクト期間を通じて
継続的に配置され、プロジェクトの効率的な実施に大きく貢献した。また、
予算措置も十分であった。

（４）インパクト 　本プロジェクトには、様々な面において特筆すべきインパクトが認められた。
大別して、次の３点におけるインパクトが認められる。
１） 中央政府の政策に対するインパクト
　本プロジェクトの実施により、都市計画・都市開発のコンセプトについて
タイ政府の認識が高まったことが、以下の具体的な動きにつながった。
・土地区画整理法の早期制定に向けての動き（2003年２月の国会において審
議される予定）。
・内務省の組織令における土地区画整理事業推進の明確な位置づけ。



２） 地方政府等へのインパクト
　本プロジェクトの実施により、地方政府の区画整理に対する関心が高まり、
BMA及びランパン市、ヤラー市などでは、既に区画整理パイロットプロジェ
クトに着手している。

３） 世論に対するインパクト
　本プロジェクトの活動は、しばしば新聞やテレビを通じて一般に紹介され
た。また、プロジェクト活動の一環として行われたセミナーのいくつかは、
近隣諸国や他ドナー、国際機関などの高い関心を呼んだ。これらを通じて、
区画整理に対する世論の認識が高まっただけでなく、本分野における我が国
の協力のプレゼンスを高めることができた。

（５）自立発展性 １） 組織面
　以下の事柄から、組織的な自立発展性は十分に確保されていると考えられ
る。
・都市計画・都市開発の推進はタイの開発計画と合致しており、政府サイド
からのサポートが期待できる。
・内務省基本戦略のテーマの１つとして、都市計画の策定の全国展開や住み
良い都市（Livable City）の実現に向けての都市開発戦略が具体的に掲げら
れたこと、また、土地区画整理事業の推進が同省の組織令において明示さ
れたことから、都市計画・都市開発に係る業務の増加や技術普及への必要
性が高まっている。
・省庁再編により、旧都市地方計画局（DTCP）と旧公共事業局（PWD）が
合併し、DPTは計画・事業実施の両方の権限をもつこととなった。また人
材面でも、旧PWDからのエンジニアがもつノウハウと旧DTCPの都市計画
プランナーのノウハウの相乗効果により、より有効性の高い事業の実施が
期待できる。
・地方分権化の進展によって、都市計画・都市開発分野において、地方政府
が果たすべき役割は増大しており、地方政府に対する本分野でのキャパシ
ティ・ビルディングの必要性は、より一層高まっていくことが予想される。

２） 財政面
　上記１）で述べたとおり、組織的自立発展性が確保されていることから、
都市開発分野における予算措置は引き続き維持されることが期待できる。ま
た、区画整理事業の支援体制の一環として、開始時点で7,500万バーツの規模
の区画整理基金が設立されたことも、財政的自立発展性に向けての好ましい
動きである。

３） 技術面
　以下の理由により、技術的な自立発展性には若干の問題点がみいだされた。
・インストラクターの技術水準は一定のレベルに達していると思われるが、
一般研修がまだ実施されていないために、実際の指導能力は未知数である。
また、とりわけ都市開発分野においては、理論面の知識と実務的な知識・
技術双方が不可欠であるが、本プロジェクト期間中にはパイロット・プロ
ジェクトの実例に基づく実務的な研修を行うには至らなかった。
・今後、都市開発技術を推進していくためには、区画整理法の早期制定が必
要であることはいうまでもないが、法律を支える技術基準やガイドライン
等の各種体制がまだ整備されていないことが、今後のパイロット・プロジ
ェクト実施に支障を及ぼすことが懸念される。



３．効果発現に貢献した要因
（１）日本側に起
因する要因

１） 本分野において高い知見を有する日本人専門家チームの派遣、とりわけタ
イの社会・文化を積極的に理解しようとする彼らの姿勢は、タイ側C／Pとの
信頼関係を醸成することとなり、効果発現に大きく貢献した。

２） BMAへの個別専門家の派遣は、BMAのパイロット・プロジェクトに対する
DPTの支援、本プロジェクトに対するBMAからの参画など、DPTとBMAの
連携を促進するうえで有効であった。また、パイロット・プロジェクト実施
支援に携わるDPT個別専門家派遣も、本プロジェクトの成果を実際の事業実
施に生かす道筋をつけることにつながると思われる。

（２）タイ側に起
因する要因

１） 区画整理事業推進に対するタイ政府の極めて前向きな姿勢は、プロジェク
ト実施の追い風となった。

２） タイ側が有能なC／Pを継続して配置したこと、また当初規定された人数を
上回るC／Pを配置したことが、プロジェクトの円滑な実施につながった。

４．効果発現の制約要因
　タイ側に起因
　する要因

　2002年の省庁再編により、旧DTCPと旧PWDが合併したことから組織的な不
安定が続いており、プロジェクト実施に影響を及ぼしている。とりわけDPTの
地方事務所の体制が固まらないために、レギュラートレーニングを実施するリ
ージョナルセンターの運営に支障が生じた。

５．結　論 １） 本プロジェクトは、PDMに記載された当初の目的をおおむね達成したもの
と思われる。都市計画・都市開発の教材やカリキュラムは、ほぼ作成を終了
し、基本的な研修システムは整備されたといえる。

２） インストラクターの養成については、ほぼ終了したものの、レギュラート
レーニングはまだ実施されていない。また、都市開発の実例に沿った実務的
な内容を研修に盛り込むには至っていない。

３） 本プロジェクトがもたらしたインパクトは非常に大きく、タイ国内におけ
る区画整理への関心の高まりには特筆すべきものがある。

６．提言（当該
プロジェクト
に関する具体
的な措置、提
案、助言）

１） 区画整理事業を実施するためには、土地区画整理法をはじめとする法的枠
組みの整備を急ぐ必要がある。

２） DPTリージョナルセンターの組織体制を固め、レギュラートレーニングの
運営体制を整備する必要がある。

３） 都市計画・都市開発のレギュラートレーニングを早期に実施するとともに、
研修生のニーズに応えていくために、教材及びカリキュラムの改善が継続さ
れる必要がある。

４） 実務的な技術基準やガイドライン等を整備するために、パイロット・プロ
ジェクトの実施推進が求められる。

５） 区画整理がタイにおいては新しい都市開発手法であることから、一層の広
報活動を行って国民の理解を得ていくことが求められる。

７．教訓（当該
プロジェクト
から導き出さ
れた他の類似
プロジェクト
の発掘・形
成、実施、運
営管理に参考
となる事柄）

１） 都市計画・都市開発など、その国の文化・社会的な背景を大きく反映する
分野においては、日本の技術をそのまま持ち込むことに限界があるため、プ
ロジェクトの初期の段階において、調査研究や適正技術の開発に十分な時間
を費やす必要がある。またそのためには、全体的なプロジェクト期間の設定
を慎重に行う必要がある。

２） 都市開発分野における研修をより効果的に行うためには、研修と並行した
パイロット・プロジェクトの実施が望まれる。実際の事業実施により得られ
る実務的な知識は、研修内容の一層の充実に資するものであるからである。
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第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　タイ王国（以下、「タイ」と記す）では無秩序な都市開発が様々な都市問題を招いており、中央政

府・地方政府において都市計画の観点から適切に計画・立案し、適切な手法に沿って土地開発を

行うことのできる技術者を育成する必要性が高まっていた。このためタイ政府は、同国の国情に

即した都市開発（主に区画整理）の手法を開発するとともに、都市開発に係る体系的な研修コース

を設け、都市開発手法を普及することを目的として、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請

してきた。

　これに対して我が国は、1996年３月以降、各種調査を重ねたうえで1999年２月、実施協議調査

団が討議議事録（R／D）の署名を取り交わして、同年６月１日から４年間にわたる「タイ王国都市

開発技術向上計画プロジェクト」を開始した。2001年８月には運営指導（中間評価）調査を実施し、

技術移転の進捗状況の確認、及び今後の協力の方向性に関する協議を行い、タイの社会経済条件

に適合した都市開発手法の調査、及び研修コースの実施に向けて確実に技術移転が進捗している

ことを確認した。

　今般、協力終了を2003年５月31日に控え、評価５項目の観点からプロジェクト達成度を判定・

評価するとともに、今後の我が国の協力方針について、タイ側関係機関と協議することを目的に、

終了時評価調査団を派遣した。

　本調査団の具体的な調査内容は以下のとおりである。

（１） 本プロジェクトの協力期間終了を2003年５月31日に控え、これまで実施した協力活動全般

を計画に照らし、プロジェクトの活動実績、運営管理状況、カウンターパート（C／P）への技

術移転状況について把握する。

（２） 上記（１）を踏まえたうえで、評価５項目の観点からプロジェクトを評価する。

（３） 評価結果から教訓・提言等を導き出し、先方政府による今後の研修コース運営体制や我が

国の協力方針について、先方関係機関と協議する。
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１－２　調査団の構成と調査期間

（１） 調査団の構成

（２） 調査日程

担当分野 氏　名 所　属

団長・総括 小泉　純作 国際協力事業団 専門技術嘱託

都市計画 松田　秀夫 国土交通省 都市・地域整備局まちづくり推進課 都市総合事業推進室長

都市開発 横田　貢 都市基盤整備公団 技術監理部 技術管理課長

評価企画 山内　美樹 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課 職員

評価分析 高嶋　繁生 コンサルタント（フリーランス）

日順 日月 曜日 活　動　内　容

１ １月19日 日 10:45成田発（TG641）→15:45バンコク着（コンサル団員）

２ １月20日 月 AM　プロジェクト専門家との打合せ
PM　タイ側評価チームとの打合せ、評価ワークショップ

３ １月21日 火 終日　聞き取り調査（C／P）
　　　評価グリッド記載資料の入手確認及び整理
　　　質問票不明瞭点の確認、回答結果分析

４ １月22日 水 終日　聞き取り調査
　　　評価グリッド記載資料の入手確認及び整理
　　　質問票不明瞭点の確認、回答結果分析

５ １月23日 木 終日　聞き取り調査
　　　収集資料・情報の取りまとめ
10:55成田発（JL717）→15:55バンコク着（官団員）
到着後　団内打合せ（コンサルタント団員からの報告）

６ １月24日 金 JICA事務所訪問・協議
日本大使館訪問・協議
DPT局長表敬及び幹部職員、C／Pとの打合せ・協議

７ １月25日 土 専門家との打合せ・協議

８ １月26日 日 収集情報の整理、分析　ミニッツ準備

９ １月27日 月 AM　運営委員会
PM　個別インタビュー（リージョナルセンター関係者等）

10 １月28日 火 BMA訪問・協議
パイロット・プロジェクトサイト（ラマ９世公園地区及びランバンタポー
地区）視察

11 １月29日 水 終日　DPTにおけるミニッツ協議

12 １月30日 木 AM　DPTにおけるミニッツ協議
PM　合同調整委員会、ミニッツ署名・交換

13 １月31日 金 AM　現地報告取りまとめ
PM　JICA事務所報告
22:35バンコク発（JL718）（コンサルタント団員は23:40発TG642）

14 ２月１日 土 6:10成田着（コンサルタント団員は7:30着）



－3－

（３） 主要面会者

〈タイ側〉

１）　内務省公共事業・都市計画局（DPT）

Mr. Rajatin Symananda Director-General

Mr. Sanga Pokabutr Deputy Director-General

Mr. Wattana Pitprasert Deputy Director-General

Mr. Preecha Ronnarong Director, The Office of Urban Land

Readjustment and New Town Project

Dr. Sommai Prijasilpa Director, The Office of Foreign Relations

Mr. Sakada Arunee Chief, the Project Counterpart

Ms. Pochanie Kajornpreedanon Chief, Chiangmai Regional Center

Ms. Saroj Yenmak Chief, Surat Thani Regional Center

Mr. Peerapong Chanpun City Planner 7, Nakhon Rachasima Regional Cenger

上野　秀樹 JICA長期専門家（都市開発及び土地区画整理）

２）　バンコク首都圏庁（BMA）

Mr. Pichai Chaipotpanit Director-General, Department of City Planning

Mr. Somsak Sethanunt Deputy Director-General, Ditto

Mr. Surapol Wattanavijarn Director, Land Readjustment and Urban

Renewal Division

伊藤　寿彦 JICA長期専門家（都市開発）

〈日本側〉

１）　在タイ王国日本大使館

新屋　千樹 二等書記官

２）　JICAタイ事務所

中井　信也 所　長

高島　宏明 次　長

今井　達也 所　員

３）　都市開発技術向上計画プロジェクト

日野　祐滋 チーフアドバイザー／都市計画

入江　智幸 業務調整

青木　信一 区画整理（事業計画）

西村　和久 区画整理（換地計画）
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１－３　対象プロジェクトの概要

　本体「タイ王国都市開発技術向上計画」プロジェクトは、1999年２月に署名を取り交わしたR／D

等に基づいて、内務省公共事業・都市地方計画局（Department of Public Works and Town &

Country Planning, Ministry of Interior）注１を実施機関として1999年６月１日から2003年５月31日

まで、４年間の計画で実施してきた。

　その概要は次のとおりである（詳細は付属資料１．ミニッツAnnex１．PDMe及び付属資料３．

和文PDMe参照）。

（１） プロジェクト目標

　タイの社会経済条件に適合する都市開発手法が開発され、その技術の活用に携わる人材の育

成システムが整備される。

（２） 期待される成果

１）　タイにおける都市開発にかかわる現状及び課題が調査・分析され、都市開発を推進する

ための手法が開発される。

２）　都市開発にかかわる人材を育成するための研修教材（「都市計画」及び「都市開発」コース）

が作成される。

３）　都市開発にかかわる人材を育成するための研修コース（「都市計画」及び「都市開発」コース）

が開発される。

４）　「都市計画」及び「都市開発」の基礎コースの一般研修（レギュラートレーニング）が開始さ

れる。

（３） 協力活動内容

１）　都市開発手法の開発

２）　研修教材の作成

３）　研修コースの開発及びインストラクターの養成

４）　レギュラートレーニングコース（基礎コース）の開始

（４） 日本側の対応

１）　専門家派遣

　長期専門家延べ７名（チーフアドバイザー／都市計画、調整員、区画整理「事業計画」、区

注１ 本プロジェクト開始時の実施機関名は内務省都市地方計画局（Department of Town and Country Planning,
Ministry of Interior：DTCP）であったが、2002年10月の省庁再編により公共事業局と合併されて現在の機
関名となっている。
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画整理「換地設計」）のほか、都市計画及び都市開発に係る専門分野（都市開発需要分析、土地

評価、都市交通、都市開発資金、地理情報システム（GIS）、公共公益施設等）の短期専門家

を延べ44名派遣した。

２）　研修員受入れ

　合計21名を日本研修に受け入れた。

３）　機材供与

　プレゼンテーション用機材、研修用コンピューターと関連機材など。

（５）　調査団等派遣

１）　基礎調査：1996年３月26日～４月６日

２）　事前調査：1997年８月12日～８月22日

３）　短期調査：1998年９月６日～９月16日

４）　実施協議：1999年１月31日～２月９日

５）　運営指導：2001年８月28日～９月12日

（６） プロジェクトの実施体制

　本プロジェクトは、DPTの総局長をプロジェクト総括責任者とし、副総局長をプロジェク

ト実施責任者としている（DPTの組織図：付属資料５．参照）。2002年10月の省庁再編で総局

長以外の人事上の正式な任命が遅れているものの、レギュラートレーニングを実施するDPT

訓練施設（リージョナルセンター）の体制を除けば、C／Pも継続的に配属されているなどの理

由により、プロジェクトの実施に大きな支障とはなっていない。

　また、プロジェクトを効果的に進めるために、プロジェクト総括責任者を議長とする合同調

整委員会（Joint Coordinating Committee）が、本評価調査期間中に開催された同委員会を含

めて、これまでに３回開催され、同様にプロジェクト実施責任者を議長とする運営委員会

（Steering Committee）も合計25回開催されて、プロジェクトの実施を支援してきた（合同調整

委員会及び運営委員会の開催実績は付属資料８．参照）。

　他の関連機関との連携については、実施協議時の旧DTCPとの協議や各関係機関を含めた合

同会議の席上で、本プロジェクトはBMA及び国家住宅公社（NHA）と連携を図っていくことが

確認され、この結果、日本・タイ側からパートタイムのC／Pが配置されることとなった。特

にBMAでは、区画整理パイロット・プロジェクトをバンコク市内で進めており、本調査で実

施されたC／Pに対する質問票によるサーベイでは、本プロジェクトの成果がBMAのパートタ

イムC／Pを通して、その事業推進に大いに役立てられているとの回答が得られている。

　DPTのリージョナルセンターについては、2002年10月の省庁再編以降、幹部職員の任命が
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遅れているなどの理由により、レギュラートレーニングを実施する体制がまだ確立していな

い。しかし、チェンマイ・リージョナルセンターでは、協力期間内の５月に「都市計画基礎」

コースのレギュラートレーニングを開始するための準備を進めており、今後地方レベルでの組

織体制が確立されていくのに伴い、他の３か所のリージョナルセンター（バンコク、ナコンラ

チャシマ、スラタニ）でも順次レギュラートレーニングが開始されるものと期待されている。
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第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法

２－１　合同評価

　日本側は本調査団、タイ側は下記のメンバーによる合同評価委員会を構成し、プロジェクトの

合同評価にあたった。

〈タイ側評価委員〉

Mr. Sanga Pokabutr Deputy Director-General DPT

Mr. Preecha Ronnarong Director, The Office of Urban Land Readjustment and

New Town Project, DPT

Dr. Sommai Prijasilpa Director, The Office of Foreign Relations, DPT

２－２　評価の枠組みとデザイン

　本調査は、評価の枠組みとしてプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）の評価手法を

取り入れた。PCMを用いた評価は、１）プロジェクトの諸要素を論理的に配置したプロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）に基づいた評価のデザイン、２）プロジェクトの実績を中心とした

必要情報の収集、３）「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の５つの評価の観点（評

価５項目）からの収集データの分析、４）分析結果からの提言・教訓の導出及び報告、という流れ

からなっている。なお、2002年度より、JICA事業評価ガイドラインが改訂されたため、本評価

は、改訂後の評価ガイドラインに準じている（PDMの構成要素：表２－１参照）。

表２－１　PDMの構成要素

スーパーゴール 達成された上位目標の貢献が期待できる超長期の開発目標

上位目標 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待できる長期の開発目標

プロジェクト目標
プロジェクト終了時までに達成されることが期待される中期的な目標であ
り、「ターゲットグループ」への具体的な便益やインパクト

成　果
プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければならな
い、短期的かつ直接的な目標

活　動 成果、目標を達成するために、投入を効果的に用いて行う具体的な行為

指　標
プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客観的に検
証できる基準

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータソース

外部条件
各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクトではコ
ントロールできない条件

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件

投　入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など
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　評価のデザインを確定するにあたり、討議議事録（R／D）、PDM（1999年２月の実施協議時に日

本側によって作成され、タイ側との協議の後に了承されたもの：PDM0、2000年10月の評価分析時

にタイ側と日本側の協議のあとに改訂されたもの：PDM1及び2001年８、９月の中間評価時に再度

タイ・日本側双方の協議のあとに改訂されたもの：PDM2＝付属資料２．参照）、その他プロジェ

クトの関連文書、専門家報告書、四半期報告書などに基づき、終了時評価の実施要領を作成する

と同時に、評価項目案（評価グリッド：付属資料４．参照）を設定した。評価項目及び情報収集方

法は、評価分析団員がプロジェクト関係者との協議を経て確定したものである。なお、本調査に

あたっては、カウンターパート（C／P）及び研修生とその上司に対する質問票によるサーベイを行

うとともに、プロジェクト専門家、C／P及びその他の関係者へのインタビューを行い、合同評価

を実施した。主な、検討項目は、表２－２に示すとおりである。

２－３　PDMの見直し・評価用PDM（PDMe）

　PDMについては、本プロジェクト開始以前の短期調査（1998年９月）でプロジェクトの要約が作

成され、1999年１～２月の実施協議調査時に指標、指標データ入手手段、外部条件が作成されて、

タイ側との協議のあと、プロジェクト当初のPDM（PDM0）となった。さらに、2000年10月には日

本側及びタイ側の共同作業によりPDM0の見直しが行われ、改訂PDM（PDM1）が作成された。その

後、2001年８～９月に運営指導調査団が中間評価を行って、PDM1の見直しが行われ、改訂PDM

（PDM2）が作成された（PDM0、PDM1及びPDM2については付属資料２．参照）。

　今回の評価計画を立てるにあたっては、まずプロジェクトをとりまく環境の変化や活動の変化

の有無を確認し、PDM2の見直しの必要性について検討したうえで、終了時評価のためのPDM

（PDMe）を作成した（PDMeは付属資料１．ミニッツAnnex１参照）。この「PDMe」は、プロジェク

トが最終的に意図したものや実施した活動を反映し、かつ包括的な評価を行うための基礎となる

ものである。基本的には現行のPDM（PDM2）と内容に変わりはなく、プロジェクト実施機関の旧

内務省都市地方計画局（DTCP）が省庁再編により内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）となった

ために略号を修正したことと、地方政府（Local Governments）を地方自治体（Local Authorities）

に修正しただけである。付属資料３．に「PDMe」の和文を示す（修正箇所を下線で示した）。

２－４　情報の収集・分析・結論の導出等

（１） 情報収集

　前述の評価デザインに従い、PDM記載事項の実績データを中心に情報を収集した。使用し

た主な情報源は以下のとおりである。

１）　ミニッツ、R／D、活動計画（PO）、専門家報告書、各種調査団報告書、会議議事録など

２）　終了時評価用PDM（和文は付属資料３、オリジナルは付属資料１．ミニッツAnnex１に添
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表２－２　主な検討事項

大項目 中項目 小項目
1-1　スーパーゴールの指標 都市開発（区画整理）プロジェクトの実施見込み
1-2　上位目標の指標 研修に対する研修生とその上司の満足度
1-3　プロジェクト目標の
　指標

都市開発手法の開発状況とタイ側の評価
研修教材の作成状況とタイ側の評価
研修プログラムの開発状況とタイ側の評価
養成されたインストラクター数

1-4　各成果の指標 都市開発手法に係る研究報告書の数及び都市開発に関す
るセミナーの開催数
研修教材の作成数
研修プログラムと研修科目の数
研修コースの実施状況と研修修了者数

1-5　活動実績 それぞれの成果を達成するための活動実績
1-6　投入実績 日本・タイ側双方の投入実績

１．PDM記
　載事項に
　係る計画
　達成度

1-7　外部条件の推移 地方分権化政策、都市開発に関する制度、省庁再編によ
る影響など

2-1　上位目標の妥当性 上位目標は現時点でのタイ政府の政策と合致している
か、また、我が国の援助方針などに合致しているか。

２．妥当性

2-2　プロジェクト目標の
　妥当性

プロジェクト目標は現時点でのタイ政府の政策及び我が
国の援助方針などと整合しているか、また、ターゲット
グループのニーズと合致しているか。

3-1　プロジェクト目標の
　達成度

上記1-3で調査した指標の実績からみたプロジェクト目
標の達成度合いは期待された効果であったか。

3-2　成果の達成がプロジェ
　クト目標につながった度
　合い

各成果によって引き起こされた効果であったか。

３．有効性

3-3　プロジェクト目標に至
　るまでの外部条件の影響

プロジェクト目標が達成されていないとしたら、その原
因は何か。外部条件の影響はあるか。

4-1　成果の達成状況 上記1-4で調査した指標の実績からみて、各成果はどの程
度達成されたか。資源量に見合った成果が実施されてい
るか。

4-2　投入の妥当性 上記1-6で調査した投入の時期、質・量は、成果達成のた
めに妥当であったか。

４．効率性

4-3　プロジェクト実施体制
　の妥当性

プロジェクト実施体制は成果達成のために妥当であった
か。

5-1　間接的・波及的効果 プロジェクトはインパクトを生み出したといえるか。上
位目標に至るまでの外部条件の影響はあるか。

５．インパ
　クト

5-2　予期しなかったプラス
　・マイナスの効果

政策、経済・財政、組織・制度、技術、社会等の視点か
らの効果は何か。

6-1　組織・制度的側面 プロジェクトの効果は協力終了後も持続していくか。
DPTに対する支援の有無、DPTの組織体制、運営管理能
力、また、関連法制度の整備はなされているか。

6-2　財政的側面 研修に対する財政的支援は継続しているか。

６．自立発
　展性

6-3　技術的側面 移転技術が維持・普及されているか。



－10－

付）

３）　日本・タイ側双方の投入に関する記録（付属資料１．ミニッツAnnex３．Achievement of

the Projectに添付）

４）　DPT及びプロジェクトにより作成された資料

５）　日本人専門家、C／P、研修を受けたインストラクターとその上司に対する質問票、及び

インタビュー

（２） 情報の分析

　本評価調査では、質問票によるサーベイとインタビューによって、日本・タイ側双方のプロ

ジェクト関係者が共同で収集情報の整理と分析を行った。その結果を日本・タイ側双方の関係

者が、これまでの実績について認識を共有し、協力終了後の活動の方針が明確にされた。

（３） 結論の導出及び報告

　本評価調査の分析結果を基に、日本・タイ側関係者が協議を行い、その結果を英文の「合同

評価」としてミニッツ（付属資料１．参照）に取りまとめ、署名・交換した。

（４） その他

　本調査に先立って１月20日、評価ワークショップ（表２－３参照）を開き、タイ側C／P、日

本人専門家を対象に、終了時評価調査の目的、JICA事業評価ガイドラインを用いた評価手法

の概要とPDMの説明、及び評価用PDMの確認を行った。また、評価グリッドを確認し、活動

実績の確認を行った。

表２－３　評価ワークショップの概要

日　時 2003年１月20日（月）　14:00～16:00
場　所 DPT本局、専門家執務室内会議室

目　的

① ワークショップ参加者にJICA事業評価ガイドラインを用いた評価手法の概要を
理解してもらう。

② 終了時評価用PDMを用いることにより、プロジェクトの上位目標、プロジェク
ト目標、成果、活動、それぞれの指標、外部条件及び投入についての確認を行う。

③ 評価グリッドを説明し、プロジェクトの実績表（Achievement of the Project）
に基づいて必要な情報収集を行う。

参加者
C／P（DPTの職員）５名、日本人専門家４名
評価分析団員（モデレーター）

主な作業内容

① 終了時評価の概要、日程の確認
② JICA事業評価ガイドラインに基づく評価手法の概要とPDMの説明
③ 終了時評価用PDMの説明及び討議
④ 評価グリッドの理解
⑤ 活動実績の確認
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第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果

３－１　プロジェクトの投入実績

（１） 日本側投入

１）　専門家派遣

　日本側は、本評価時点までに延べ７名の長期専門家を派遣した（詳細は付属資料７．参

照）。分野別にみると、チーフアドバイザー／都市計画、業務調整員、区画整理（事業計

画）、区画整理（換地設計）である。短期専門家については、都市開発需要分析、土地評価、

換地計画、都市交通、都市開発資金、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手

法、地理情報システム（GIS）、公共公益施設、区画整理組合運営、区画整理設計等の分野で

延べ44名を派遣している。

　長・短期専門家ともに、それぞれの分野で卓越した技術、及びノウハウを有していたこと

に加えて、タイに適応する都市開発手法を開発するために、その社会・文化を積極的に理解

しようとする彼らの姿勢は、タイ側カウンターパート（C／P）との信頼関係を醸成すること

となり、本プロジェクトの効果発現に大きく貢献している。

　また短期専門家については、長期専門家とタイ側C／Pがその分野や派遣時期について、

細心に議論した結果の派遣となっていること、加えて、同一の短期専門家が繰り返し派遣さ

れたこともプロジェクトに深くかかわることとなり、結果的にプロジェクトの成果を高めた

要因となっている。

２）　研修員受入れ

　日本側は、本調査時点までに延べ21名の研修員を受け入れた（詳細は付属資料７．参照）。

年度別にみると、1999年度が５名、2000年度が７名、2001年度が４名、2002年度が５名と

なっている。分野別実績をみると、都市開発７名、都市交通計画３名、住環境改善１名、区

画整理実務５名、都市計画３名、調査手法１名、洪水防御技術１名となっている。

　研修員受入れは、C／Pが本プロジェクトの活動を実施していくうえで有益に作用したと

いえる。質問票によるサーベイでは、日本での研修に参加したC／Pから以下のコメントが

寄せられている。

・日本での研修で得た知識や経験は、本プロジェクトにおける教材作成や研修の実施に大

いに役立っている。

・他国の参加者と都市計画・都市開発について、意見交換するよい機会であった。

・都市開発の実務的な技術は非常に有用であった。

３）　機材供与

　日本側は、プロジェクトの実施に必要とされる機材を、本評価時点までに総額約8,100万
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円相当供与している（詳細は付属資料７．参照）。また、これとは別に専門家の携行機材とし

て、現地調達分で約290万バーツ、本邦調達分で約170万円を支出している。

　これら機材は、その質・量及び供与時期とも適切で、都市開発手法の開発のために行われ

た現況調査・分析、調査報告書の作成、セミナーの実施、教材作成、インストラクタート

レーニングの実施等に有効に活用されている。

４）　ローカルコストの負担

　日本側は、プロジェクトオフィス用の備品、ローカルコンサルタントによる各種サーベ

イ、インドネシアで開催された区画整理国際セミナーへの参加、都市開発に関するASEAN

地域セミナーの開催等のために、現地活動経費として評価時点までに総額約3,900万円を支

出している（詳細は付属資料７．参照）。

（２） タイ側投入

１）　C／Pの配置

　C／Pは適切に配置され、プロジェクトは円滑かつ効率的に進められている。討議議事録

（R／D）には最低10名のC／Pの配置が記載されていたが、タイ側はフルタイムで５名、パー

トタイムで26名、合計31名のC／Pを配置しており、プロジェクトの実施に大きく貢献して

いる（C／Pの配置実績は付属資料９．参照）。さらに、2002年10月に行われた省庁再編によ

り組織的な不安定が続いているにもかかわらず、プロジェクト開始当初より本評価時点ま

で、フルタイムのC／P５名は継続的に配置されており、これがプロジェクトの円滑かつ効

率的な実施に大きくつながっている。

２）　資機材と施設

　タイ側は、プロジェクト実施に必要な専門家執務室、会議室、訓練施設及びテーブル等の

各種備品を提供した。専門家執務室については内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）本

局の６階（新庁舎）に十分なスペースが提供され、その執務環境は良好である。また、全国４

か所に設けられたリージョナルセンターについては、DPT本局９階（新庁舎）に講義室とコ

ンピュータールームからなる床面積160m2のものと、チェンマイ及びスラタニでは、それぞ

れの市庁舎に同じく100m2と69m2のものが、また、ナコンラチャシマでは、ラチャモコン工

科大学の施設内に同じく600m2のリージョナルセンターが設けられている（詳細は付属資料

10．参照）。

３）　運営コストの負担

　プロジェクトの運営コストについて、タイ側はこれまでに総額約920万バーツ（C／P等の

人件費を除く）を投入している（詳細は付属資料11．参照）。専門家への聞き取り調査によれ

ば、タイ側の運営コスト負担については、プロジェクトの実施に支障なく配分されていると
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のことである。また、2001年度では４か所のリージョナルセンターの資機材等を配備するた

めの予算措置が行われ、物理的にはレギュラートレーニングを開始する準備が整っている。

３－２　活動実績

　各活動の実績は４－２分野別評価結果に記載した。

３－３　成果の達成度

　本評価調査において、各成果に設定された指標を基に成果の達成度を確認した。

　成果１．タイにおける都市開発にかかわる現状及び課題が調査・分析され、都市開発を推進

　　　　　するための手法が開発される。

　都市開発に関するスタディーレポートの作成状況（詳細は付属資料12．参照）やセミナーの開催

状況（詳細は付属資料13．参照）等から判断して、タイにおいて都市開発を推進するための手法の

開発については、おおむね達成されたものと評価できる。すなわち、上記スタディーレポート等

を元に、これまで49回の都市開発に関するセミナーが開催されているが、全般的に、DPTや国家

住宅公社（NHA）を含む中央政府機関、またバンコク首都圏庁（BMA）や地方政府等の都市計画・都

市開発に関係する機関のみならず、学会や民間等からも広範な出席があり、都市開発、特に区画

整理に関し、一般の理解を深めるうえで大きな成果があったといえる。例えば、2002年２月にバ

ンコクで開催された39回目のセミナー、“Urban Planning and Urban Development in Asian

Regions”は、ASEAN７か国からの専門家、他ドナー国や国際機関の関係者、さらにNGOも含む

約300名（タイ国内務副大臣及び在タイ王国日本大使も参加）の参加を得て、都市計画・都市開発に

関する議論が行われ、内外から注目される会議となった。このほかに、日本人専門家のテレビ出

演による区画整理の説明、新聞（付属資料14．参照）等における区画整理事業の紹介等、マスメディ

アを通じた本プロジェクトに関する広報活動もあり、都市開発手法が広く理解されてきていると

判断できる。

　さらに、C／Pへの聞き取り調査や質問票による回答によれば、都市開発手法については、その

開発過程でタイにおける都市化の問題点や課題が、C／Pと日本人専門家の間で十分に議論されて

おり、理論的にはタイにおいて都市開発を推進するための適応可能な手法となっているとの意見

が大半であることも、その成果が達成されたことを裏づけている。

　しかし、理論的な側面では有効な手法と評価され、かつ定着しつつあるものの、今後法制度の

立ち上げや区画整理パイロット・プロジェクトの進捗に伴い、実務的な側面の整備が課題として

残されている。



－14－

　以下に、C／Pと研修コースを受講したインストラクター及びその上司に対する質問票で得られ

たコメントを示す。

・都市開発にかかわる現状及び課題は、日本人専門家とタイ側C／Pとの共同で調査・分析され

た。

・開発された都市開発手法は、タイにおいて計画性のある都市開発を進めるために有効である。

・限られた予算で都市開発を実行していくためには非常に有効な手法である。

・様々な条件下でも適用できる手法とするために、実際のプロジェクト（区画整理パイロット・

プロジェクト）を通して改善される必要がある。

・セミナーを通して都市開発に関する知識が普及され、今後プロジェクトを実施するための協

力が得やすくなった。

・セミナー参加者は、都市開発に関する知識、経験及び問題について意見交換ができ、また、

多くの日本人専門家から新しい技術や理論を得ることができた。

　成果２．都市開発にかかわる人材を育成するための研修教材（「都市計画」及び「都市開発」

　　　　　コース）が作成される。

　研修教材はおおむね完成している（詳細は付属資料15．参照）。未完成の「都市開発中級」コース

の教材については、換地処分計画に係る分野等を除いてほぼ作成され、当該分野も協力期間内に

完成をみることとなっている。また、これまでに作成された教材は既にインストラクター研修で

使用されており、まもなく完成する「都市開発中級」コースの教材についても、2003年４月ごろ予

定されている同コースの研修で使用される予定となっている。

　教材についてのタイ側の評価は、C／P及び研修生に対する質問票への回答によれば良好であ

る。したがって、研修教材の作成については、おおむね所期の目的を達成できたものと考えられ

る。特にタイ語版の教材については、専門用語のタイ語訳など、単に日本側が作成したものをタ

イ語に直すのではなく、タイの社会背景に適合するようにタイ側C／P内で丹念な議論を通して作

成されており、この点は大きく評価できる。

　一方、本来ならばレギュラートレーニングの実施で、そのフィードバックによる教材の改訂、

修正等の充実が必要となるが、レギュラートレーニングがまだ実施されていないため、改訂作業

等は行われていない。また、「都市開発」コースの教材については、そもそも都市開発のコンセプ

トがタイにとって初めてであり、C／P等からはパイロット・プロジェクトの実施による実務経験

に基づく教材の充実が強く求められている。

　以下に、C／Pと研修コースを受講したインストラクター及びその上司に対する質問票で得られ

たコメントを示す。
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・研修教材は、インストラクターと都市計画・都市開発分野の公務員にとって、１つのマニュ

アルとなり、能力向上に役立つ。

・研修教材は、地方政府の同分野にかかわる公務員を訓練するために非常に有用である。

・都市開発コースの教材については、レギュラートレーニングで理解を得やすくするために、

特に換地設計及び土地評価に関して一層のビジュアル化や簡素化が必要と思われる。

　成果３．都市開発にかかわる人材を育成するための研修コース（「都市計画」及び「都市開発」

　　　　　コース）が開発される。

　「都市計画基礎」及び「中級」コース、「都市開発基礎」コースについては、ともに教材及び研修プロ

グラム（付属資料16．参照）が完成している。「都市開発中級」コースについては、今後協力期間内

に予定されている同コースの実施に向けて、教材の作成が完了する見込みである。

　インストラクター研修に関しては、「都市計画」及び「都市開発」の基礎コースが終了している（研

修の実績とそれぞれのシラバスについては付属資料17．参照）。都市計画中級コースについては、

2003年３月に２回目の研修が実施される予定で、これをもって目標が達成される見込みである。

また、都市開発中級コースについては、協力期間内に少なくとも１回目の研修が実施される予定

となっている。したがって、インストラクター研修はほぼ目標を達成したといえる。

　しかしながら、レギュラートレーニングの開始が遅れており、本来そのフィードバックで研修

教材や研修プログラムの改訂、修正等のアップグレードが行われるところであるが、これらにつ

いては未着手となっている。特に都市開発については、理論的な研修内容に加えて、パイロット・

プロジェクトなどを通じた実務経験に基づく内容の充実が求められており、今後の課題となって

いる。

　以下に、C／Pと研修コースを受講したインストラクター及びその上司に対する質問票で得られ

たコメントを示す。

・カリキュラム、教材ともに非常に有用で、良く構成されている。

・研修コースは、講義と実習が組まれていて、吸収した知識は実際の仕事で役立つと思う。

・研修を受講したインストラクターの75％以上は、レギュラートレーニングを実施するための

技術を習得した。

・「都市開発」コースの実習時間をさらに増やして、区画整理の全プロセスを理解できるようにす

べきである。

・「都市開発」コースでは、実際に実施されているプロジェクトを訪問することが必要である。

・「都市計画」コースについては、インストラクターの多くが過去に講師としての経験を有してお

り、レギュラートレーニングの実施に問題はないが、都市開発については、引き続き日本人専
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門家の技術支援が必要である。

・都市計画・都市開発ともに内容は簡単なものではなく、プロジェクトの拡大・延長が必要と

思われる。

・都市開発を地方政府でどのように運用していくか、また、関連制度、プランニング手法、資

金計画についてもカリキュラムに加える必要がある。

・地方政府の職員が本気で研修に取り組めるように、知識を現実の事業に変えていく手法（予算

化、申請の手順等）をカリキュラムに加えてほしい。

・研修を地方政府に展開していくためには、広報のためのビジュアルな資料が必要である。

　成果４．「都市計画」及び「都市開発」の基礎コースのレギュラートレーニングが開始される。

　レギュラートレーニングは、DPT本局を含む４か所のリージョナルセンターで行われることに

なっているが、まだ開始されていない。開始が遅れているのは、2002年10月の省庁再編に伴い、

旧内務省公共事業局（PWD）と旧内務省都市地方計画局（DTCP）が合併してDPTとなり、地方レベ

ルにおいても両地方事務所が合併したが、所長の任命の遅れなど、組織体制が確定していないこ

とが原因である。ただし、2003年１月に開催された本プロジェクトの運営委員会では、旧DTCP

チェンマイ地方事務所長より、協力期間内の2003年５月に「都市計画基礎」コースを開始する準備

を進めている旨の発言があり、今後組織体制の確定に伴い、他のリージョナルセンターにおいて

も順次レギュラートレーニングが開始されていくものと考えられる。

３－４　プロジェクト目標の達成度

　プロジェクト目標はおおむね達成されている。都市開発手法については、日本人専門家とタイ

側C／Pとの共同作業で開発され、理論的にはタイの社会経済条件に適合するものとなっており、

今後、都市開発を全国レベルで展開するために大いに活用されることが期待されている。また、

研修システムについては、上記都市開発手法に基づき、研修教材及び研修プログラムがおおむね

完成して、実際にインストラクター研修で使用されていることから、これについても当初の目標

はおおむね達成されたといえる。

　さらに、プロジェクト目標の達成度合いを推し量る背景として、土地区画整理法の制定、都市

開発推進に向けての組織化、区画整理パイロット・プロジェクトの進展、都市計画・都市開発分

野における人材育成のニーズの高まり、国家開発計画における都市開発の位置づけに関して、以

下のような特筆すべき動きがタイ側にある。
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（１） 土地区画整理法制定への動き

　2001年12月に策定された区画整理法案（付属資料18．参照）は、2003年２月から始まる国会

に上程される予定となっており、区画整理法の制定に向けて最後の手続き途上にある。区画整

理の推進という特定の政策を実現するために法律が成立されるということは、極めて大きな成

果であり、これは本プロジェクトのみならず、これまで都市計画・都市開発分野で長年にわ

たって技術協力を行ってきた成果でもある。

（２） 組織面の状況

　2002年10月に行われた省庁再編に伴い、旧DTCPと旧PWDが統合され、DPTとなった際、

その組織令（付属資料19．参照）に「区画整理の推進」が明記された。土地区画整理法がまだ成立

していない段階で、このようにDPTの業務として、その組織令に規定されたことは、タイ政

府の都市開発の推進に対する意気込みを明確に表している。また、旧DTCPと旧PWDの統合

で計画部門と事業部門が合併したことは、都市開発（区画整理）を推進するうえで、土地権利の

変換だけでなく、道路、排水等の公共施設整備も伴うこととなり、事業の効果的な実施が可能

となっている。

　なお、区画整理に関する組織体制として、DPTでは既に区画整理・新都市事業部（Land

Readjustment and New Town Project Office）が1993年に組織され、またBMAでも都市計画

部内（付属資料６．参照）に、区画整理・再開発部（Land Readjustment and Urban Renewal

Division）が1995年に組織されている。

（３） パイロット・プロジェクトの実施

　上記のように区画整理に関する制度構築と組織化が進む一方で、具体的な事業実施について

も大きな進展がみられている。DPTではヤラー市及びランパン市で区画整理パイロット・プ

ロジェクトを実施しつつあり、またBMAでもラマ９世公園周辺地区、ランバンタポー地区

等、バンコク市内の３地区をパイロット・プロジェクトとして区画整理事業の実現に向けた努

力がなされている（詳細は付属資料20．参照）。

　ヤラー市のプロジェクトは、現在換地計画が作成されており、2002年１月から住民説明が

行われている。ラマ９世公園プロジェクトでは、区画整理組合の設立に向けて地元説明会等が

精力的に行われており、本調査団が現地調査で地権者の代表と面談した際には、区画整理の仕

組み（減歩が生ずることなど）を理解したうえでプロジェクトの実現に期待する旨の発言もあ

り、組合の設立も近い状況にある。また、バンコク郊外のランバンタポー地区は、地区住民側

から事業実施の要請があった地区で、2003年２月にはBMA知事も出席して第１回目の住民説

明会が開催される予定となっている。
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　これら具体的な事業実施の動きは、本プロジェクトの活動、すなわちスタディーレポートの

作成、セミナーの開催、教材作成、インストラクター研修などの技術協力と密接に関係してお

り、大きな成果ともいえる。

（４） 地方分権による人材養成のニーズの高まり

　タイ政府は、1999年の地方分権推進法の制定以来、より一層の地方分権化政策を進めてお

り、個々の地域の都市計画の策定や都市開発の実行は、地方機関が主体となるとの方向性を示

している。本プロジェクトの研修コースで養成されたインストラクターは、全国４箇所のリー

ジョナルセンターにおいて、都市計画・都市開発を担う地方自治体職員を対象に研修を実施す

ることとなっているが、地方分権の流れのなかでスカーピバーン（町）及びタンボン（村）にも都

市計画策定権が付与されたことから、研修対象者の範囲は当初想定された950名から現時点で

は最大で１万6,000名と大きく増大した（地方行政機構については、付属資料21．参照）。また

研修内容も、高度な内容から概括的な内容まで、対象者に応じた幅広い研修内容が求められて

いる。したがって、本プロジェクトによる人材育成システムは、都市計画・都市開発分野の地

方分権を推進するうえで、より一層必要性が高まっているといえる。

（５） 第９次国家経済社会開発計画（2002～2006年）における開発戦略と区画整理

　第９次国家経済社会開発計画（2002～2006年）において、開発戦略の柱の１つとして、「住み

良い都市とコミュニティーの開発（Development of Livable City and Communities）」が掲げ

られた。これを受けて内務省では、省庁再編時に、①今後３年以内に都市計画の策定を全国に

展開する、②今後５年以内に住み良い都市（Livable City）の実現に資する都市開発を75の各

県で１か所選定し実施する、との基本戦略を打ち出した。さらに、2003年１月、内務副大臣

名でDPTが各県の知事に対して、現在その制定に向けて大きく動いている区画整理法案を添

付のうえ、少なくとも１つの区画整理事業候補地区を選定するように通達（付属資料22．参照）

を出したことは、区画整理がタイの国家開発戦略のなかに組み込まれていることを示してい

る。こうした開発戦略により、都市計画の策定や区画整理パイロット・プロジェクトの実施地

区が大幅に増えることが予想され、都市計画・都市開発に関する業務が増加し、同分野の人材

育成の必要性が一層高まっていくものと考えられる。

　本プロジェクトによる都市開発手法の開発状況、及び研修システムの整備状況に加えて、上

記５項目のタイ側の特筆すべき動きを総合的に勘案すれば、プロジェクト目標は極めて高いレ

ベルでおおむね達成されたと判断できる。

　しかし、都市開発手法については区画整理パイロット・プロジェクトなど、実際の事業実施

による検証を行って、研修教材や研修プログラムの更なる改訂・修正及びアップグレードが図
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られることが必要である。また同時に、今後制定される土地区画整理法を適切に施行するため

の運用ガイドラインや技術基準等の整備も行う必要があり、これらも研修教材に盛り込まれて

いくことが求められる。

３－５　上位目標の達成度

　本プロジェクトではこれまでに、都市計画・都市開発分野の人材育成を担当するインストラク

ターを養成するための研修コースが実施され、総括的にみれば必要な人数のインストラクターも

ほぼ養成されつつあるが、レギュラートレーニングがまだ開始されていないために、今のところ

上位目標の達成度を推し量る指標は入手不可能である。したがって、その達成度を判定する段階

には至っていない。

　しかし、C／Pと研修を受講したインストラクター等に対する質問票によるサーベイでは、都市

開発にかかわる中央政府機関や地方レベルの公務員を訓練していくためには、本プロジェクトの

成果は有効であり、かつ地方レベルで都市開発を推進するために有効な手法であるとの回答が多

く寄せられている。今後、レギュラートレーニングが開始され、同時に区画整理パイロット・プ

ロジェクトの実施を通して本プロジェクトの成果が実務面でもアップグレードされていけば、前

節に述べたとおりタイの同分野における人材育成ニーズが一層高まっている状況から、上位目標

は高いレベルで達成されていくものと考えられる。
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第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果

４－１　評価５項目の評価結果

　本節では、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という５つの観点（評価５項目）

からプロジェクトの実績を分析し、課題を検討する。

４－１－１　妥当性

　妥当性とは、プロジェクト目標及び上位目標が、受益者のニーズと合致しているか、被援助

国側の政策と日本の援助政策との整合性はあるか、など「援助プロジェクトの正当性」をみる評価

項目である。

（１） タイ政府の政策との整合性

　タイでは近年の経済成長に伴い、バンコク首都圏を中心として急速に都市化が進んできた

が、これまでの無秩序に行われてきた開発行為が、都市環境や交通渋滞など、様々な都市問

題を深刻化させてきたといわれている。また、最近では従来の大都市における都市開発に加

え、地方の都市部においても秩序ある都市開発の推進が喫緊の課題となってきている。この

ような背景をもつタイにとって、日本で長期にわたって用いられてきた都市開発手法（主に

土地区画整理手法）の適用を試み、その手法を定着させるための研修システムを立ち上げる

ことは、プロジェクトを開始する以前から関係者の間で、タイの社会・経済状況にかんがみ

て十分に有益であると考えられてきた。また、プロジェクト開始後も全国の自治体から都市

開発事業を行いたいという要望が続出するなど、本プロジェクトはタイのニーズに合致した

ものであった。

　以上に加えて、さらに下記の２つの理由により、その妥当性は協力期間内に一層高まった

といえる。

・タイでは地方分権化が進展しているが、とりわけ1999年の地方分権化推進法の制定によ

り、都市計画・都市開発に係る計画策定、事業実施については地方自治体が主体となる

との方向性が示された。これにより、同分野にかかわる自治体職員の人材育成のニーズ

は一層高まっている。

・「人間中心の開発」が基本理念として打ち出された第８次国家経済社会開発計画（1996～

2001年）を基本的に継承している第９次国家経済社会開発計画（2002～2006年）では、①

人的資源と社会保障制度の発展、②持続可能な農村及び都市の発展、③天然資源の管理

と環境保全、④マクロ経済政策支援、⑤国際競争力の強化、⑥科学技術の強化、⑦グッ

ドガバナンスの構築の７項目を開発課題としている。このうちの１つ、持続可能な農村
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及び都市の発展のなかで、それぞれの地域で経済基盤と住環境の改善をめざす目的で

「住み良い都市とコミュニティーの開発（Development of  Livable City and

Communities）」が開発戦略の１つとして掲げられた。内務省では、この計画を具体化

するために全国の自治体を対象とした都市計画策定の全国展開、及びすべての県に最低

１か所の都市開発モデル地区を選定するとの戦略を打ち出しており、本分野での人材育

成のニーズは更なる高まりをみせている。

（２） 日本の援助政策との整合性

　タイに対する日本の援助重点分野は、「社会セクター支援」「環境保全」「地方・農村開発」

「経済基盤整備」及び「地域協力支援」の５分野である。援助の方向性として、これら５分野共

通に人材育成の強化が掲げられているが、特に、経済・社会運営にかかわる行政官の能力向

上に重点が置かれていることから、本プロジェクトは日本の援助政策とも整合している。一

方、JICAでは上記援助政策を受けて、「地方・農村開発」分野に関しては、住民参加手法を

導入した地方政府のイニシアティブによる開発計画策定支援をその協力の重点とし、また、

「経済基盤整備」分野については、まさに都市開発技術向上を開発課題としてあげ、都市開発

の効率的実施をその協力の重点としている。以上のことから、プロジェクト目標及び上位目

標ともに日本の援助政策と整合しており、計画の妥当性は高い。

４－１－２　有効性

　有効性とは、プロジェクト目標が期待どおり達成されているか、それが成果の結果もたらさ

れたものであるかどうかをみる評価項目である。

（１） プロジェクト目標の達成度

　第３章で述べたとおり、都市開発手法については、理論的にはタイの社会経済条件に適合

するかたちで開発されており、また、研修システムについてもインストラクター研修という

当初の目標がおおむね達成されたことから、プロジェクト目標はほぼ達成されたといえる。

しかし、研修教材及び研修プログラムへのフィードバックが期待されるレギュラートレーニ

ングがまだ開始されていないことや、内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）及びバンコ

ク首都圏庁（BMA）により進展中のパイロット・プロジェクトも現在その初期段階にあるこ

とから、都市開発手法及び研修システムとも本格的な研修や、実際の事業に沿った改善が行

われておらず、実際の事業実施に必要な知識・技術の普及には至っていないものと考えられ

る。
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（２） 成果の達成がプロジェクト目標につながった度合い

　成果１.から成果３.まではほぼ達成され、プロジェクト目標達成に貢献している。成果１

については、数多くの調査研究が行われ、また都市計画・都市開発に関する数多くのセミ

ナーも効果的に開催されて、その結果、タイの実情に即した都市開発手法が開発された。特

に活動の一環として開催されたASEAN国際セミナーなどはタイ国内外で関心をよび、一般

の都市計画・都市開発に関しての意識を高める結果となっている。成果２.については、教

材はおおむね完成している。「都市開発中級」コースの教材のうち、換地設計等のいくつかの

科目が未完成であるが、これらもプロジェクト終了までに完成される見込みである。成果

３.については、「都市計画基礎・中級」コース及び「都市開発基礎」コースのインストラク

ター研修が行われた。「都市開発中級」コースのインストラクター研修はまだ実施されていな

いが、プロジェクト終了までに実施される見込みである。成果４.については、2002年10月

の省庁再編の影響により、研修場所であるリージョナルセンターの運営体制が確定していな

いことから、レギュラートレーニングはまだ行われていない。ただし、リージョナルセン

ターのなかには、プロジェクト終了までにレギュラートレーニングを開始するための準備を

進めているところもある。

　以上のように、成果４を除いては、都市開発手法の開発、研修教材の作成、研修コースの

開発が行われ、プロジェクト目標の達成に有効に結びついている。

（３） プロジェクトの有効性に影響した貢献要因

　都市計画・都市開発分野において、高い知見を有する日本人専門家チームの派遣、とりわ

けタイの社会・文化を積極的に理解しようとする彼らの姿勢は、タイ側C／Pとの信頼関係

を醸成することとなり、効果発現に大きく影響した。

　また、BMAへの個別専門家の派遣は、BMAのパイロット・プロジェクトに対するDPTの

支援、本プロジェクトに対するBMAからの参画など、DPTとBMAの連携を促進するうえで

有効であった。さらに、BMAからパートタイムのC／Pが配置されたことは、個別専門家の

派遣とも相まって、バンコク首都圏で地権者の合意を受けた区画整理パイロット・プロジェ

クトが意欲的に進められる要因ともなっている。また、パイロット・プロジェクト実施支援

に携わるDPT個別専門家派遣も、本プロジェクトの成果を実際の事業実施に生かすための

道筋をつけることになり、都市開発手法の地方展開へとつながっていくものと考えられる。

すなわち、本プロジェクトの実施、BMAからのC／Pの配置及びBMA、DPTへの個別専門

家派遣は、その相乗効果として、都市開発の一般への浸透と地方展開を推進するためのメカ

ニズムを一層醸成したものといえる。

　一方、タイ側に起因するものとして、区画整理事業推進に対するタイ政府の極めて前向き
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な姿勢は、プロジェクト実施のための追い風となっている。また、タイ側が有能なC／Pを

継続して配置したことや、当初規定された人数を上回るC／Pを配置したことが、プロジェ

クトの円滑な実施につながっている。

（４） 成果の達成がプロジェクト目標につながるのを阻害した要因

　2002年の省庁再編により、旧DTCPと旧PWDが合併したことから組織的な不安定が続い

ており、プロジェクト実施に影響を及ぼしている。とりわけDPTの地方事務所の体制が確

定されないために、レギュラートレーニングを実施するリージョナルセンターの運営に支障

が生じた。

４－１－３　効率性

　効率性とは、投入と成果の関係性を調べることによって、プロジェクトの資源の有効活用が

できているかどうかをみる評価項目である。本プロジェクトの各成果の達成度、及びそれらに

対する投入の手段・方法、時期・期間を検討した結果、プロジェクト実施の効率性は大いに満

足できるレベルに達しているといえる。

（１） 投入の妥当性

１）　日本側投入

ａ．専門家派遣

　日本側は、これまでに７名の長期専門家、また延べ44名の短期専門家を派遣してい

る。アンケート調査等によれば、長・短期専門家ともに、それぞれの分野で卓越した技

術及びノウハウを有していたというタイ側の意見が多く、また、その派遣期間・時期と

も適切に投入されていたとのことである。さらに、同一の短期専門家が繰り返し派遣さ

れたことも、結果的にプロジェクトが効率的に進められた要因ともなっている。

ｂ．研修員受入れ

　日本側は、これまでに21名の研修員を受け入れた。参加したC／Pは日本での研修で

得た知識や経験を、教材作成や研修の実施に大いに役立って、本プロジェクトに貢献し

ている。

ｃ．機材供与

　投入された機材は、その質・量及び供与時期とも適切で、都市開発手法の開発のため

に行われた現況調査・分析、調査報告書の作成、セミナーの実施、教材作成、インスト

ラクタートレーニングの実施等に有効に活用されている。
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ｄ．ローカルコストの負担

　日本側が負担したローカルコストは、ローカルコンサルタントの活用や都市開発に関

するASEAN地域セミナーの開催等、プロジェクトの効果発現のために有効に使われて

いる。

２）　タイ側投入

ａ．C／Pの配置

　当初の計画の10名を大きく上回る31名のC／Pが配置された。とりわけフルタイムの

C／P５名は、プロジェクト期間を通じて継続的に配置され、プロジェクトの効率的な

実施に大きく貢献した。

ｂ．資機材と施設

　タイ側は、プロジェクト実施に必要かつ十分な資機材と施設を提供しており、適切で

あった。

ｃ．運営コストの負担

　プロジェクトの運営コストについては、タイ側から支障なく配分されている。

（２） プロジェクト支援体制

　他の関係機関も参加する合同調整委員会は、本評価調査期間中に開催された同委員会を含

めて、これまでに３回開催され、本プロジェクトへの他機関の協力が高められてきた。ま

た、実務レベルの運営委員会（Steering Committee）も同様に合計25回開催されてプロジェ

クトの効率的な実施が図られた。

４－１－４　インパクト

　インパクトとは、プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効

果をみる項目である。本プロジェクトでは、様々な面において特筆すべきインパクトが認めら

れた。大別して、次の３点におけるインパクトが認められる。

（１） 中央政府の政策に対するインパクト

　本プロジェクトの実施により、都市計画及び都市開発のコンセプトについて、タイ政府の

認識が高まったことが、以下の具体的な動きにつながった。

・土地区画整理の法的枠組みづくり、とりわけ土地区画整理法の早期制定に向けて（2003年

２月の国会において審議される予定）、積極的な動きがタイ政府内にみられること。

・省庁再編後、内務省の組織令（The Ministerial Regulation of DPT Administration,

Ministry of Interior B. E. 2545）において、DPTの役割及び権限として、土地区画整
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理の推進が明確に位置づけられたこと。

（２） 地方政府等へのインパクト

　本プロジェクトの実施により、地方政府を含む関係機関で区画整理が面整備の効果的な手

法であると認識され、BMA及びランパン市、ヤラー市などでは、既に区画整理パイロッ

ト・プロジェクトに着手している。また、内務省もDPTを通して、各県で少なくとも１つ

の区画整理パイロット・プロジェクト候補地を選定するようにとの通達を出している。

（３） 世論に対するインパクト

　本プロジェクトの活動は、しばしば新聞やテレビを通じて一般に紹介された。また、プロ

ジェクト活動の一環として行われたセミナーのいくつかは、近隣諸国や他ドナー、国際機関

などの高い関心を呼んだ。これらのことを通じて、区画整理に対する世論の認識が高まった

だけでなく、本分野における我が国の協力のプレゼンスを高めることができた。

４－１－５　自立発展性

　自立発展性とは、我が国の協力が終了したあとも、プロジェクト実施による便益が持続され

るかどうかを検討する項目である。

（１） 組織的側面

　以下の事柄から、組織的な自立発展性は十分に確保されていると考えられる。さらに、今

後土地区画整理法が制定されれば、組織的自立発展性は一層強固なものとなる。

・都市計画・都市開発の推進はタイの開発計画と合致しており、政府サイドからのサポー

トが期待できる。

・内務省基本戦略のテーマの１つとして、都市計画の策定の全国展開や住み良い都市

（Livable City）の実現に向けての都市開発戦略が具体的に掲げられたこと、また、土地

区画整理事業の推進が同省の組織令において明示されたことから、都市計画・都市開発

に係る業務の増加や技術普及への必要性が高まっている。

・省庁再編により、旧DTCPと旧PWDが合併し、DPTは計画・事業実施の両方の権限を

もつこととなった。また人材面でも、旧PWDのエンジニアがもつノウハウと旧DTCP

の都市計画プランナーのノウハウとの相乗効果により、より有効性の高い事業の実施が

期待できる。

・地方分権化の進展によって、都市計画・都市開発分野において地方政府が果たすべき役

割は増大しており、地方政府に対する本分野でのキャパシティ・ビルディングの必要性
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は、より一層高まっていくことが予想される。

（２） 財政的側面

　前述のように組織的自立発展性が確保されていることから、都市開発分野における予算措

置は引き続き維持されることが期待できる。レギュラートレーニングと区画整理パイロッ

ト・プロジェクトの実施に、引き続き十分な予算配分を行うことがDPTから表明されたこ

ともそれを裏づけている。また、区画整理事業の支援体制の一環として、開始時点で7,500

万バーツの規模の区画整理基金が設立されたことも、財政的自立発展性に向けての好ましい

動きである。

（３） 技術的側面

　技術的な自立発展性は、理論的な側面では確保されているが、以下の若干の問題点が見い

出された。

・インストラクターの技術水準は一定のレベルに達していると思われるが、レギュラート

レーニングがまだ実施されていないために、実際の指導能力は未知数である。また、と

りわけ都市開発分野においては理論面の知識と実務的な知識・技術双方が不可欠である

が、本プロジェクト期間中にはパイロット・プロジェクトの実例に基づく実務的な研修

を行うには至らなかった。

・今後、都市開発技術を推進していくためには、区画整理法の早期制定が必要であること

はいうまでもないが、法律を支える技術基準やガイドライン等の各種体制がまだ整備さ

れていないことが、今後のパイロット・プロジェクト実施に支障を及ぼすことが懸念さ

れる。
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４－２　分野別評価結果

　各分野別の評価を、それぞれ表形式でまとめた。

４－２－１　都市開発手法の開発

１．投入実績
（2003年１月
　末現在）

〈日本側〉
（１）長期専門家 ７名（176MM：各コース共通）
（２）短期専門家 延べ44名（57.5MM：各コース共通）
（３）C／P研修 21名（各コース共通）
（４）予算措置 3,908万9,000円（各コース共通）
（５）機材供与 訓練用機材（各コース共通）
〈タイ側〉
（１）C／P配置 31名（191MM：各コース共通）
（２）予算措置 917万7,000バーツ（各コース共通）
（３）土地・建物 施設、土地（各コース共通）

２．活動実績 （１）25種のスタディーレポートが既に取りまとめられており（1999年度７種、
2000年度５種、2001年度10種、2002年度３種）、今後さらに３種のレポートが取り
まとめられる予定である。

（２）スタディーレポートを基にした都市開発手法が開発されている。
（３）都市開発に関するセミナーが49回開催され、プロジェクト終了までにさらに１回
（ファイナルセミナー）の開催が予定されている。

３．成果の達
　成状況

　当初予定されたスタディーレポートの作成、都市開発セミナーの実施等は、協力
期間内に終了する予定である。成果品の状況、セミナーの開催状況等から判断して、
タイにおいて適用可能な都市開発手法の開発が、相当程度進んだものと評価できる。
　さらに、本プロジェクトと並行して特筆すべき以下の動きがある。１）2001年12
月に策定された区画整理法案が2003年２月から始まる国会に上程される予定となっ
ており、区画整理法の制定に向けて最後の手続き途上にあること、２）2002年10月
に行われた省庁再編に伴い、旧DTCPと旧PWDが統合され、DPTとなった際、その
組織令に「区画整理の推進」が明記されたこと、３）DPTではヤラー市及びランパ
ン市で区画整理パイロット・プロジェクトを実施しつつあり、またBMAでもラマ９
世公園周辺地区、ランバンタポー地区等、バンコク市内の３地区をパイロット・プ
ロジェクトとして実現に向けた努力がなされていること、４）1999年の地方分権推
進法の制定以来、より一層の地方分権化政策が進められており、都市計画・都市開
発分野の人材養成の必要性が高まっていること、５）2003年１月、内務省が各県の
知事に対して、少なくとも１つの区画整理事業候補地区を選定するように通達を出
したことは、区画整理がタイの国家開発戦略のなかに組み込まれていることを示す
ものである。
　以上を総合的に勘案すれば、本プロジェクトにより開発された区画整理手法を代
表とする「都市開発手法の開発」は、極めて大きな成果を生み出している。

４．提　言 　理論的側面においては、都市開発手法の定着が大きく進んだ。しかし、今後、法
制度の立ち上げやパイロット・プロジェクトの進捗に伴い、タイの社会・経済的な
背景を踏まえた実務的な側面が、課題として残されている。これまで行われてきた
技術協力の成果を実のあるものとするためには、円滑な法施行やパイロット・プロ
ジェクトの実現のために、技術基準や運用のガイドラインの整備、事業のマネージ
メント、住民対応等、法施行をサポートする各種関連システムが必要となる。
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４－２－２　研修教材の作成

１．投入実績
（2003年１月
　末現在）

〈日本側〉
（１）長期専門家 ７名（176MM：各コース共通）
（２）短期専門家 延べ44名（57.5MM：各コース共通）
（３）C／P研修 ２名（各コース共通）
（４）予算措置 3,908万9,000円（各コース共通）
（５）機材供与 訓練用機材（各コース共通）
〈タイ側〉
（１）C／P配置 31名（191MM：各コース共通）
（２）予算措置 917万7,00バーツ（各コース共通）
（３）土地・建物 施設、土地（各コース共通）

２．活動実績 都市計画、都市開発分野の教材作成状況は次のとおり。
「都市計画基礎」コース：タイ語版完成
「都市計画中級」コース：英語・タイ語版完成
「都市開発基礎」コース：英語・タイ語版完成
「都市開発中級」コース：作成中

３．成果の達
　成状況

　研修教材はおおむね完成している。未完成の「都市開発中級」コースの教材につ
いては、換地処分計画に係る分野等を除いてほぼ作成され、当該分野も協力期間内
に完成をみることとなっている。
　これまでに作成された教材は、既にインストラクター研修で使用されている。ま
もなく完成する「都市開発中級」コースの教材については、2003年４月ごろ予定さ
れている同コースの研修で使用される予定である。
　教材についてのタイ側の評価は、C／P及び訓練生に対する質問票への回答によれ
ば良好である。したがって、研修教材の作成についてはおおむね所期の目的を達成
できたものと考えられる。特にタイ語版の教材については、専門用語のタイ語訳な
ど、単に日本側が作成したものをタイ語に直すのではなく、タイの社会背景に適合
されるようにタイ側C／P内の丹念な議論をとおして作成されており、この点は大き
く評価できる。
　一方、本来ならばレギュラートレーニングのフィードバックによる教材の改訂・
修正等の充実が必要であるが、一般研修はまだ実施されていないため、改訂作業等
は行われていない。また、都市開発コースの教材については、そもそも都市開発の
コンセプトがタイにとって初めてであり、C／P等からはパイロット・プロジェクト
の実施による実務経験に基づく教材の充実が強く求められている。

４．提　言 　一般研修開始後は、都市計画及び都市開発の両分野とも研修プログラムへのフィ
ードバック、すなわち教材の改訂や追加、研修プログラムの拡充、見直しが必要と
なる。特に、都市開発分野については、タイにおいては体系的な教材がなく、また
区画整理という新しいコンセプトを導入しようとするものであることから、研修生
の理解を深めるためには実例に即した教材内容の充実が不可欠である。その意味で
も、現在進行中のパイロット・プロジェクトの適切な実施と研修プログラムとの連
携が必要である。
　また、今後制定される法律を適切に施行するにあたっては、運用のためのガイド
ラインや技術基準の整備等、法施行をサポートする各種関連制度が必要となるが、
これら技術基準を含む一連の制度の解説などを教材に盛り込む必要がある。
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４－２－３　研修コースの開発・インストラクターの養成

１．投入実績
（2003年１月
　末現在）

〈日本側〉
（１）長期専門家 ７名（176MM：各コース共通）
（２）短期専門家 延べ44名（57.5MM：各コース共通）
（３）C／P研修 21名（各コース共通）
（４）予算措置 3,908万9,000円（各コース共通）
（５）機材供与 訓練用機材（各コース共通）
〈タイ側〉
（１）C／P配置 31名（191MM：各コース共通）
（２）予算措置 917万7,000バーツ（各コース共通）
（３）土地・建物 施設、土地（各コース共通）

２．活動実績 （１）「都市計画」に関しては、２種のプログラムと９種の研修科目、「都市開発」に
関しては、５種のプログラムと18種の研修科目が作成された。

（２）全国４か所（バンコク、チェンマイ、ナコンラチャシマ、スラタニ）に研修のた
めのリージョナルセンターが設置され、パソコン等の研修機材が整備された。

（３）インストラクタートレーニングが以下のとおり実施された。
「都市計画基礎」コース：２回実施（受講者数69名）
「都市計画中級」コース：１回実施（受講者数30名）
「都市開発基礎」コース：４回実施（受講者数48名）
「都市開発中級」コース：未実施

３．成果の達
　成状況

　「都市計画基礎・中級」コース、「都市開発基礎」コースについては、ともに教
材、研修プログラムが完成している。「都市開発中級」コースについては、今後協
力期間内に予定されている同コースの実施に向けて、教材の作成が完了する見込み
である。
　インストラクター研修に関しては、「都市計画・都市開発」の基礎コースが終了
している。「都市計画中級」コースについては、2003年３月に２回目の研修が実施
される予定で、これをもって目標が達成される見込みである。また、「都市開発中
級」コースについては、協力期間内に少なくとも１回目の研修が実施される予定と
なっている。したがって、インストラクター研修はほぼ目標を達成したといえる。
　しかしながら、一般研修の開始が遅れており、本来そのフィードバックで研修教
材や研修プログラムの改訂・修正、アップグレードが行われるところであるが、こ
れらについては未着手となっている。特に都市開発については、理論的な研修内容
に加えて、パイロット・プロジェクトなどを通じた実務経験に基づく内容の充実が
求められており、今後の課題となっている。

４．提　言 　1999年の地方分権推進法の制定以来、より一層の地方分権政策が進められており、
都市計画・都市開発の実行は、地方機関が主体となる方向性が示されている。この
ため、一般研修の対象となる職員はプロジェクト開始当初の予定より大幅に増え、
より一層のインストラクター養成や幅広い層を対象とした研修内容の充実が求めら
れている。
　また、都市計画・都市開発ともに、一般研修のフィードバックによる研修教材の
改訂や追加、研修プログラムの拡充・見直しが必要である。
　特に、都市開発分野においては区画整理というタイにとって、新しいコンセプト
を導入しようとするものであることから、実例に即した教材内容の改訂、充実など
が理解を深めるために不可欠であり、また、当該分野のインストラクターについて
も、今後実施されるパイロット・プロジェクト等においてオン・ザ・ジョブ・トレ
ーニングを行うなど、実例に基づく知識の吸収・確認が重要である。



－30－

４－２－４　レギュラートレーニングの実施

１．投入実績
（2003年１月
　末現在）

〈日本側〉
（１）長期専門家 ７名（176MM：各コース共通）
（２）短期専門家 延べ44名（57.5MM：各コース共通）
（３）C／P研修 ２名（各コース共通）
（４）予算措置 3,908万9,000円（各コース共通）
（５）機材供与 訓練用機材（各コース共通）
〈タイ側〉
（１）C／P配置 31名（191MM：各コース共通）
（２）予算措置 917万7,000バーツ（各コース共通）
（３）土地・建物 施設、土地（各コース共通）

２．活動実績 　レギュラートレーニングは、都市計画・都市開発ともに、まだ実施されていない。

３．成果の達
　成状況

　レギュラートレーニングがDPT本局を含む４か所のリージョナルセンターで行わ
れることになっている。レギュラートレーニングの実施が遅れているのは、2002年
10月の省庁再編に伴い旧PWDと旧DTCPが合併しDPTとなり、地方レベルにおいて
も両地方事務所が合併したが、所長の任命の遅れなどの組織体制が確定していない
ことが原因である。ただし、2003年１月に開催された本プロジェクトの運営委員会
では、旧DTCPチェンマイ地方事務所長より、協力期間内の2003年５月に都市計画基
礎コースを開始する準備を進めている旨の発言があり、今後組織体制の確定に伴い、
他のリージョナルセンターにおいても順次レギュラートレーニングが開始されるこ
とが期待される。

４．提　言 　レギュラートレーニングの対象となる職員は、プロジェクト開始当初の予定より
大幅に増え、より一層のインストラクターの養成や幅広い層を対象とした研修内容
の充実が求められていることから、タイ側の体制が整い次第、早急にレギュラート
レーニングの開始が求められる。また、レギュラートレーニング開始後は、そのフ
ィードバックが研修教材の改訂・修正及びアップグレードに、さらに研修プログラ
ムの拡充等に生かされる必要がある。
　また、パイロット・プロジェクトの実施と区画整理法等の制度構築にあたって整
備される技術基準、土地評価基準など、法の運用のための各種基準・ガイドライン
等をわかりやすく研修対象者へ示していくことが求められる。
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第５章　提　言第５章　提　言第５章　提　言第５章　提　言第５章　提　言

５－１　総　括

　本プロジェクトは、都市計画・都市開発手法の開発及びその手法の活用に携わる人材育成シス

テムの整備という当初の目標をおおむね達成したものと評価できる。また、プロジェクトの実施

により、区画整理の概念がタイ国内で広く理解され始めたこと、土地区画整理法の早期制定に向

けてタイ政府が積極的に動いているということ、さらには土地区画整理法の制定を待たずに、内

務省の組織令にDPTの役割と権限の１つとして区画整理の推進が明記されたことなど、数多くの

インパクトがみられたことは高く評価できる。

　ただし、都市開発（主に区画整理事業）を実施していくためには実務的な知識が必要で、この点

に関しては十分な技術移転が行われていない。また、土地区画整理法が制定されたとしても、そ

れを運用するためのガイドラインや技術基準等がまだ整備されていないことが、今後、区画整理

事業を展開していくための課題となっている。

５－２　提　言

　プロジェクト実施による便益を協力終了後も持続発展させるために、以下の事項の確実な履行

が必要である旨、本調査団とタイ側で合意された。

（１） 土地区画整理事業実施のための関連制度づくり

　土地区画整理事業実施のための関連制度（土地区画整理法制定については現在審議中）はまだ

確立していない。したがって、タイ側は土地区画整理事業を実施し、全国的に普及していくた

めに、その関連制度（土地区画整理法、運用ガイドライン、技術基準等）の確立に努める必要が

ある。

（２） レギュラートレーニングの実施体制の確立

　2002年10月の省庁再編に伴い、旧内務省公共事業局（PWD）と旧内務省都市地方計画局

（DTCP）が合併して内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）となり、地方レベルにおいても両

地方事務所が合併したが、所長の任命の遅れなどの組織体制が確定していないことが原因で、

レギュラートレーニングが開始されていない。レギュラートレーニングを実施するために、

DPTは早期に関係機関等と調整を図り、リージョナルセンターの組織体制確立に努める必要

がある。
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（３） 都市計画・都市開発のレギュラートレーニングの実施

　プロジェクトの成果を最大限活用して、プロジェクト目標の達成度を高めるために、タイ側

はレギュラートレーニングの開始に努める必要がある。また、研修教材及び研修プログラムに

ついては、研修生のニーズに合致するように、レギュラートレーニングの実施を通してさらに

改訂・改善を行っていくことが重要で、このための十分な予算が継続的に配分される必要があ

る。

（４） パイロット・プロジェクトの推進

　区画整理パイロット・プロジェクトの実施は、適切な事業実施ガイドラインや技術基準を整

備するために、また、「都市計画・都市開発」両コースのレギュラートレーニングを改善するた

めに欠かせない。したがって、タイ側は区画整理パイロット・プロジェクトの一層の振興に努

める必要がある。

（５） 広報活動の振興

　これまで行われた本プロジェクトの広報活動は、今後も続けられるべきである。区画整理が

タイにとっては比較的新しいコンセプトであることから、マスメディアを通じた広報活動は、

区画整理に対する一般の認識を高めるうえで大いに効果がある。

５－３　教　訓

（１） 都市計画・都市開発など、その国の文化・社会的な背景を大きく反映する分野においては、

日本の技術をそのまま持ち込むことに限界があるため、プロジェクトの初期の段階において、

調査研究や適正技術の開発に十分の時間を費やす必要がある。またそのためには、全体的なプ

ロジェクト期間の設定を慎重に行う必要がある。

（２） 都市開発分野における研修をより効果的に行うためには、研修と並行したパイロット・プ

ロジェクトの実施が望まれる。実際の事業実施により得られる実務的な知識は、研修内容の一

層の充実に資するものである。

５－４　その他

　プロジェクト終了後の２年間の延長要請がDPT側から提出された（詳細は付属資料１．ミニッツ

参照）。本要請には、追加協力が必要となる背景、延長２年間の活動計画、必要となる投入等が明

示されている。本調査団は、本件要請を日本に持ち帰って関係省庁と検討し、その結果を速やか

にタイ側に通知することとした。
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